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KnowTheChainとは? 

•企業や投資家のために、サプライチェーンにおけ
る強制労働についての情報を提供。 

• セクターを超えたネットワークで活動。 

 Business & Human Rights Resource Centre 
 企業の取り組みを調査し、ポータルサイトで発信する非営利団体 

 Sustainalytics ESG投資調査・評価会社 

 Verité 労働問題のコンサルサービスを提供する非営利団体 

Humanity United 社会課題解決をめざす財団 

Thomson Reuters Foundation トムソン・ロイターの財団 

 

 

 



KnowTheChainベンチマークとは? 

•サプライチェーンにおける強制労働の問題への意
識喚起と企業の継続的な取り組みを促進すること
を目的としている。 

•強制労働が特に問題となるICT、食料・飲料、衣
料・靴セクターにおける企業の方針と実際の取り
組みを評価。2016年6月にICTセクターの結果発
表。 

•企業の公開情報およびKnowTheChainから企業
への質問の回答から評価を行っている。 

•日本企業は、 ICTセクターで4社、衣料・靴セク
ターで1社の名前があがっている。 
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2016年6月最終改訂 4 



2016年10月最終改訂 2016年12月最終改訂 5 



セクターと企業の選択基準は? 

• 労働に関する規制が弱かったり、実施されていなかっ
たりする国から原材料の調達を行っていることが多い
ICT、食料・飲料、衣料・靴セクターを対象としている。 

• この3つのセクターは、低価格競争にさらされており、
サプライヤーや業務委託先へのプレッシャーにつなが
りやすい。 

• このセクターのサプライチェーンには、強制労働や人
身取引の被害にあいやすい移住労働者も多くいる。 

• 対象企業は、強制労働のリスクの高い業界の中から
時価総額をもとに選ばれている。 
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評価基準はどのように 
つくられたのか? 

•評価基準は、Know The Chainのメンバー4組織
が強制労働の問題に取り組んできた知見と、企
業・投資機関・市民社会といった他組織が公開し
ている情報を基につくられている。 

•パイロットプログラムを実施し、市民社会、投資家、
企業といった関係者とのコンサルテーションを行い、
1年にわたる準備を経て、評価基準を作成した。 
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対象企業は調査に 
関わることができるのか? 

• ベンチマークの対象企業は、KnowTheChainとエ
ンゲージすることができる。 

•調査においては、KnowTheChainメンバーの
Sustainalyticsが対象企業に連絡をとり、追加情
報を提供する機会をつくっている。 

•対象企業は、Webサイトを更新するか、Business 
& Human Rights Resource CentreのWebサイト
で公開されるKnowTheChainからの質問事項に
回答することで追加情報を提供できる。 
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企業はベンチマークを 
どのように活用できるか? 

• KnowTheChainのベンチマークは、企業にギャッ
プ分析の結果を提供し、特にどの分野に改善が必
要かを明らかにするものである。 

• ベンチマークによって企業の取り組みの好事例を
特定し、それを共有することで、他企業も労働者を
守るための基準や取り組みを適用することがねら
いである。 
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ベンチマークの評価指標 

7テーマ、22項目からなる指標で企業を評価。 

1. コミットメントとガバナンス 
Commitment and Governance 

2. トレーサビリティとリスクアセスメント 
Traceability and Risk Assessment 

3. 購買行動 Purchasing Practices 

4. 雇用 Recruitment 

5. 労働者の声 Worker Voice 

6. 監査 Monitoring 

7. 救済 Remedy 
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ICTセクターのランキング 
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ICTセクターのベンチマーク結果 

※満点はスコア100 

Average 
Score 

39 
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